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全 国

景気の現状は、円高の影響もあり、持ち直しのテンポが緩やかになっている。

（「内閣府 景気ウォッチャー調査（平成２３年１１月調査結果）」による）

四 国

四国の景気は、緩やかながら改善に向けた動きが続いているものの、生産活動など一部に弱い動きが出

ている。

（「四経連 景気動向調査（平成２３年１２月）」による）

●●●●●●●●●●●●● 四国の主要経済指標の動向（１０月指標）●●●●●●●●●●●●●

生産活動……おおむね横ばいで推移している。今後の国内外市場の動向による影響などを注視する必
要がある。

個人消費……・一部に持ち直しの動きがみられる。
・大型小売店販売額（全店舗ベース）は、３カ月連続で前年を下回った。
百貨店では、飲食料品が好調で、宝石等の高額品にも動きがみられたことなどから、
３カ月ぶりに前年を上回った。
スーパーでは、前年に比べ下旬の気温が高めに推移したために、鍋物商材が低調で、
冬物衣料の動きも鈍かったことなどから、３カ月連続で前年を下回った。
・乗用車販売は、普通乗用車、小型乗用車、軽乗用車がいずれも前年を上回ったことか
ら、前年同月比１６．９％増となり、１４カ月ぶりに前年を上回った。

・家電販売は、携帯電話、照明器具などで前年を上回ったものの、テレビ、DVDなど
で前年を下回ったことから、全体では前年同月比４６．２％減となった。

住宅投資……新設住宅着工戸数は、貸家、持家、分譲住宅のいずれも前年を下回ったことから、２カ
月連続で前年を下回り、弱い動きがみられる。

公共投資……公共工事請負金額が３カ月連続で前年を下回り、弱い動きとなっている。
雇用情勢……有効求人倍率が２カ月ぶりに前月を上回り、一般新規求人数が２０カ月連続で前年を上回

ったことから、緩やかながら持ち直しの動きがみられる。
企業倒産……倒産件数が２カ月連続で前年を下回り、負債総額は２カ月ぶりに前年を上回った。落ち

着いた動きながら、今後の動向に注視が必要である。
（「四国経済産業局 四国地域の経済動向（平成２３年１０月分）」による）

景気の動き経 済
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………………………………………………………………………………………
主要経済指標の推移

２１年度 ２２年度 ２２年
１０～１２月

２３年
１～３月 ４～６月 ７～９月 ８月 ９月 １０月

GDP（実質） 前 年 比
（％） 全 国 ▲２．１ ３．１ ３．１ ▲０．２ ▲１．７ ▲０．７ ―――――

生 産

鉱 工 業 生 産

前 年 比
（％）

四 国 ▲５．６ ６．８ ２．６ ５．０ ０．４ １．４ ２．７ ２．６ ４．１

全 国 ▲８．８ ８．９ ５．９ ▲２．５ ▲６．８ ▲２．１ ０．４ ▲３．３ ２．２

前月（期）比
（％）

四 国 ― ― ▲１．６ ４．５ ▲１．６ ０．２ ４．３ ▲２．４ ▲０．８

全 国 ― ― ▲０．１ ▲２．０ ▲４．０ ４．３ ０．６ ▲３．３ ０．１

製品在庫指数 季 節
調 整 値

四 国 ９７．２ １０３．６ １１０．６ １１２．２ １１１．８ １０９．１ １１６．５ １０９．１ １１１．５

全 国 ８９．５ ９２．６ ９６．７ ９７．７ １００．８ １０２．７ １０２．８ １０２．７ １０３．６

個 人

消 費

家計消費支出（実質）
（注）全国の消費者物価上

昇率でデフレート

前 年 比
（％） 全 国 （▲０．２） （０．３） ▲１．５ ▲３．０ ▲２．１ ▲２．８ ▲４．１ ▲１．９ ▲０．４

大型小売店販売額
上 段 は 全 店 舗
下段（ ）は既存店

〃

四 国
▲４．７
（▲６．０）

▲１．６
（▲３．４）

１．０
（▲１．７）

０．４
（▲１．２）

１．１
（▲０．４）

▲０．７
（▲２．０）

▲２．６
（▲４．０）

▲１．９
（▲３．２）

▲０．５
（▲１．２）

全 国
▲５．３
（▲６．４）

▲１．５
（▲２．０）

▲０．１
（▲０．５）

▲２．１
（▲２．６）

▲０．６
（▲１．６）

▲０．７
（▲１．７）

▲１．８
（▲２．６）

▲２．４
（▲３．６）

▲０．５
（▲１．４）

新車販売台数
（乗用車） 〃

四 国 １５．８ ▲８．８ ▲３０．５ ▲２７．８ ▲３９．０ ▲２４．７ ▲３３．４ ▲１２．４ １６．９

全 国 ６．８ ▲７．１ ▲２７．２ ▲２５．６ ▲３３．６ ▲１７．８ ▲２６．０ ▲２．１ ２７．５

設 備

投 資

機 械 受 注
（電力・船舶を除く民需）

〃 全 国 ▲２０．４ ９．１ ５．６ ８．９ ９．８ ５．８ ２．１ ９．８ １．５

建設工事受注
（民 間） 〃 全 国 ▲１５．３ ▲２．６ ４．８ １．５ ２０．１ ▲２．１ ５．７ ▲１４．０ ７．１

住 宅

投 資
新設住宅着工戸数 〃

四 国 ▲２５．２ ０．７ ０．９ ８．６ １５．１ １．９ １８．７ ▲２９．６ ▲１６．４

全 国 ▲２５．４ ５．６ ６．９ ３．２ ４．１ ７．９ １４．０ ▲１０．８ ▲５．８

公 共

投 資
公共工事請負金額 〃

四 国 １１．２ ▲５．６ ▲１３．８ ３．１ ▲１６．３ ▲９．２ ▲５．７ ▲２０．９ ▲１５．２

全 国 ４．９ ▲８．８ ▲１４．８ ▲３．２ ▲９．３ ▲３．４ ３．５ ３．３ ３．２

輸 出 通 関 実 績
（円 ベ ー ス） 〃

四 国 ▲３．０ ▲１．７ ▲０．８ ▲５．５ １９．０ ▲３．４ １０．８ ▲１９．２ ▲１９．２

全 国 ▲１７．１ １４．９ １０．０ ２．４ ▲８．０ ０．５ ２．８ ２．３ ▲３．８

物 価
国内企業物価 〃 全 国 ▲５．２ ０．７ １．０ １．８ ２．５ ２．６ ２．６ ２．５ １．６

消費者物価（総合） 〃 全 国 ▲１．７ ▲０．４ ０．１ ▲０．５ ▲０．４ ０．１ ０．２ ０．０ ▲０．２

雇 用

完 全 失 業 率

原 数 値
（％） 四 国 （５．０） （４．５） ４．５ ４．５ ４．６ ４．５ ― ― ―

季節調整値
（％） 全 国 ５．２ ５．０ ４．８ ４．７ ４．７ ４．４ ４．３ ４．１ ４．５

有効求人倍率
季 節
調 整 値
（倍）

四 国 ０．５５ ０．６８ ０．７０ ０．７４ ０．８０ ０．８３ ０．８３ ０．８２ ０．８３

全 国 ０．４５ ０．５６ ０．５７ ０．６２ ０．６２ ０．６６ ０．６６ ０．６７ ０．６７

企業倒産 倒 産 件 数
（負債額１千万円超）
〔 〕内は前年同期

（件） 四 国 ３６０ ３１２ ６５
〔１０２〕

７２
〔７３〕

５５
〔９４〕

８０
〔８１〕

３１
〔２６〕

１９
〔２４〕

１５
〔２０〕

（注）１．鉱工業生産、国内企業物価は平成１７年基準、消費者物価は平成２２年基準
２．四国の輸出は、四国の税関（１２カ所）を通過したものを対象
３．家計消費支出と四国の失業率の、２１・２２年度は暦年値

（出所） 内閣府、総務省、財務省、経済産業省、国土交通省、日本銀行、東京商工リサーチほか

経 済
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